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効率化に向けた取組みの検証

杉原 進農業環境技術研究所 監事

独 農業環境技術( )

研究所は、良好な農

業環境の次世代への

継承を使命の一つに

している。そこで、

環境保全の視点か

ら、温暖化の原因と

なる炭酸ガスの排出

量削減のため、電力

やコピー用紙の使用節減に率先して取組むよ

う、定期監査 平成 年 月 で理事長に要請( 14 6 )

した。このような省エネルギー、省資源に向け

た取組みは、必然的に経費節減への対応にもつ

ながると考えたからである。というのは、当所

の中期目標には「毎年度平均で少なくとも前年

度比 ％の業務運営経費の節減を行うこと」が1

明記されており、 ％の節減を前提に国の交付1

5 1400金は、 年間、毎年度平均で少なくとも約

。 、万円が削減されているからである この金額は

職員 ～ 人を国際学会などに各々 ～ 日50 60 5 7

派遣できる額に相当する。交付金による当所の

国際学会派遣者は年間 ～ 人であり、この30 50

削減額は重大である。したがって、業務運営経

費の効率化を図ることで交付金削減の影響を少

なくする必要がある。

、 、効率化による経費節減は とりあえずは電気

ガス、水道、電話、複写機、コピー用紙など、

、 、共通利用項目から始めると 全職員が参加でき

また節減効果が明確に出るので実行しやすい。

そこで、これらの節減運動の効果を検証するた

め、上記各項目の支払月額を独法化以前を含め

て整理した。とくに支払金額の大きい電気、水

道の使用量実績は、施設の保守管理委託業者の

日報を整理し、金額、使用量の実態把握に努め

た。その結果、独法初年の平成 年度は、共13

通利用項目の全支払金額（ 百万円）に対し383

て電気料金が約 ％、下水を含む水道料金が75

％を占め、上記項目では電気と水道使用量17

の節減努力が特に重要であることが明らかにな

9 13った また 上水の使用量が 平成 年から。 、 、

年にかけて 倍に急増した事実を確認し、さ1.8

らに日報からは、電気や水道の日別、月別の使

用量および節減対策に役立つ使用量推移の特徴

の把握ができた。

共通利用項目については、各々に使用状況を

示すデータがありながら、国研時代にはそれら

を分かりやすい形にまとめたり、職員に開示す

ることはほとんどなかった。このことは、デー

タを活かして効率的な利用につなげようという

意識が残念ながら職場に欠如していたことを示

しており、今さらながら反省せざるを得ない。

現在、共通利用項目に関する支払、使用量のデ

ータは、逐次整理されており、近々の使用状況

、 。の動向把握 節減への迅速対応に役立っている

例えば、昼休み中の消灯など節電の呼びかけに

より、この間 Ｗのテレビ 台強に相当100 1000

するデマンド容量が低下することが検証されて

いる。これら節減運動の結果、 年度の上記15

項目の支払は、 年度のそれより約 万円13 4000

を節減できた。

これからも、業務にかかわる種々のデータを

整理して、効率化の検証を試みていきたい。最

近の新聞に「税金などの公金を使うときは倫理

性と経済性の観念が抜けてしまう」という米国

の経済学者フリードマン氏の言葉を引用した投

書があった。その言葉を噛みしめながら効率化

に向けた一層の取組みを引続き求めたい。
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